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消費者教育推進地域協議部会について 

１ 位置付け 

  本部会は、消費者教育の推進に関する法律（以下、消費者教育推進法という。）に基

づき平成 26 年 12 月２日に設置した、横浜市消費生活審議会の部会です。（＊１）消費

者教育推進地域協議会は消費者教育推進計画の作成または変更に関して意見を述べる

ことと規定されています。（＊２）

２ 消費者教育推進計画とは

「消費者教育推進計画」は消費者教育推進法において、自治体が策定するよう努めな

ければならないと定められているものです。 

横浜市では、平成 27年９月に、本市消費者教育推進の基本的な考え方として、「横浜

市消費者教育推進の方向性」をまとめました。（参考：令和元年度横浜市消費者教育推

進計画（案）p.4「５つの方向性の柱」） 

「横浜市消費者教育推進計画」は、この「方向性」を踏まえ、消費者教育推進地域協

議部会に意見を伺い、単年度の計画として策定します。 

３ 消費者教育推進地域協議部会の役割 

消費者教育の推進に関し、消費者教育推進地域協議部会の構成員相互の情報の交換及

び調整を行うとともに、市町村が市町村消費者教育推進計画を作成又は変更する場合に

意見を述べることが、本部会の役割です。

具体的には、計画の進捗、実施について、本部会において、前年度計画の振返りや次

年度の計画策定に向けての御意見をいただきます。 

いただいた御意見は、横浜市消費者教育推進庁内連絡会議等の機会に、関係区局にフ 

ィードバックし、関係区局は御意見を参考に事業のさらなる推進を図ってまいります。 

なお、本年度は新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、感染防止の観点から書面開

催とさせていただきます。

４ 構成員について 

  審議会の委員５名に加えて、高齢者関係団体関係者等の専門委員を加えて９名での構

成となっています。 
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（令和２年６月８日時点、敬称略） 

 氏  名 所      属 

１ 

審

議

会 

大澤 彩 学識者（法政大学法学部 教授） 

２ 河合 直美 
学識者（公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・

相談員協会） 

３ 栗田 裕 事業者（横浜商工会議所 小売部会長） 

４ 多賀谷 登志子 消費者（横浜市消費者団体連絡会 代表幹事） 

５ 森 登美子 市民委員 

６ 専

門

委

員 

大澤 𠮷𠮷輝 横浜市消費生活総合センター センター長 

７ 坂本 淳 （公財）横浜市国際交流協会 事務局長 

８ 竹前 大 （公財）横浜老人クラブ連合会 常務理事・事務局長 

９ 細川 哲志 （福）横浜市社会福祉協議会 横浜生活あんしんセンター事務長 

 

５ 参考（根拠法令） 

＊１ 消費者教育の推進に関する法律第 20条第１項 

都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育を推進するため、

消費者、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活センターその他の当該都道

府県又は市町村の関係機関等をもって構成する消費者教育推進地域協議会を組織するよう努め

なければならない。 

 

 ＊２ 消費者教育の推進に関する法律第 20条第２項 

  消費者教育推進地域協議会は、次に掲げる事務を行うものとする。  

１ 当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に

関して消費者教育推進地域協議会の構成員相互の情報の交換及び調整を行うこと。  

２ 都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を作

成し、又は変更しようとする場合においては、当該都道府県消費者教育推進計画又は市町

村消費者教育推進計画の作成又は変更に関して意見を述べること。 

 

＊３ 横浜市消費生活条例第 12条第１項 

 審議会に、特別の事項を調査研究させる必要があるときは、専門委員を置くことができる。 



令和２年度横浜市消費者教育推進計画 

横浜市経済局 
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 横浜市では、消費者教育推進の基本的な考え方をまとめた「横浜市消費者教育推

進の方向性（以下「方向性」と示します。）」に沿って、毎年度「消費者教育の推進

に関する法律（以下「消費者教育推進法」と示します。）」に定められた横浜市消費

者教育推進計画（以下「推進計画」と示します。）を策定します。 
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3 
 

 

 

 

 「方向性」において、消費者教育推進に向けた次の５つの柱を示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【方向性１】効果的な情報発信の強化 

                 ・横浜市消費生活総合センターの周知 

(1) 様々な媒体、機会を利用した ・消費者教育・啓発となる情報の確実な伝達    

                     ・「消費者市民社会の形成」という理念の浸透    
 

(2) 自ら情報にアクセスすることが困難な方への、周囲の方も含めた情報伝達について

の検討、推進 

【方向性２】横浜市消費生活推進員※等による地域での啓発の活性化 

(1) 段階的に学ぶ研修の充実 

(2) 刻々と変化していく消費者被害に対応した教材開発への支援 

(3) 地域団体や福祉関係団体等との調整や連携に向けた力をつける研修による地域活

動実践力を持った担い手づくり 

(4) 消費者団体等との連携による地域への啓発強化 

 

 

【方向性３】高齢者等を消費者被害から守るための消費者教育の推進 

(1) 年代や障害特性を考慮した効果的な教育・啓発教材の検討 

(2) 家族や支援者などを介した啓発強化の方法等の検討、推進 

(3) 福祉部門、特別支援教育部門と連携した情報提供等の検討、推進 

【方向性４】生活領域や年代に応じた消費者市民の育成を目指した教育の推進 

(1) 学 校 等 

（幼児期～大学・専門学校等、支援を要する幼児・児童・生徒）    

(2) 地域社会（高齢者、障害者、若者、成人一般）                

(3) 家 庭 

（食育等、危害・危険から身を守る、情報社会のルール等）      

(4) 職 域（社員への消費者教育、社会的責任意識を高める等）                   

【方向性５】担い手の育成、協働の推進、関連分野との連携 

(1) 学校教育における教員研修や教材開発支援  

(2) 消費者被害防止に加え、消費者市民社会形成に向けた企業や各種団体等との協働の

推進 

(3) 関連分野との連携                 

横浜市消費者教育推進・５つの方向性の柱 

※横浜市消費生活推進員…横浜市消費生活条例第 16 条に基づき、市民の安全で快適な消費生活推進のために

地域に根ざした自主的な活動を行う市長から委嘱された委員で、任期は２年、最長で通算３期６年活動が可能で

す。（平成 2９年５月１日現在の横浜市消費生活推進員数…1,5２８人）。 
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令和３年度横浜市消費者教育推進計画について 

   

  

横浜市消費者教育推進計画は数年間の計画の進める考え方を定めた「横浜市消費者

教育推進の方向性（以下「推進の方向性」という）」とその方向性に沿って、各所管で

事業を企画立案の上、予算を獲得したものを単年度計画としています。毎年度、計画

の実施状況を確認していただき、時代の変化と推進の方向性の内容を照らし合わせて、

拡充すべき事業の方向性や推進の方向性の内容が陳腐化していないかなどをご審議い

ただくことを、消費者教育推進地域協議部会の議論の目的としています。 

 

 

１ 計画の推移（平成 29 年度～令和２年度）    

(1) 事業数等事業全体について 

ア 掲載事業数及び所管区局数  

 

年度 H29年度 H30 年度 R元年度 R2年度 

掲載事業数 

(対前年度増減） 

95事業 

 

101 事業 

（＋６） 

101 事業 

(０) 

97事業 

（－４） 

対前年割合 - 106.3% 100% 96.0% 
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イ 生活領域ごとの実施状況   

 

【参考】 

「生活領域」「年代」、の分類について 

◎…事業の直接の対象 

○…事業の間接的対象（例：教員研修の実施により、児童への消費者教育が推進される場合等） 

 

                        単位：事業 

生活領域 分 布 H29年度 
H30年度 

（対前年度増減） 

R元年度 

（対前年度増減） 

R２年度 

（対前年度増減） 

学 校 
◎ ３４ ３７（＋３） ３５（－２） ３３（－２） 

○ ２２ ２２ （０） ２０（－２） ２１（＋１） 

地 域 
◎ ６７ ７５（＋８） ７５ （０） ７３（－２） 

○ １３ １３ （０） １３ （０） １２（－１） 

家 庭 
◎ ４４ ４３（－１） ４３ （０） ４３ （０） 

○ ２８ ３７（＋９） ３７ （０） ３４（－３） 

職 域 
◎ ２０ ２１（＋１） １９（－２） １８（－１） 

○ １７ ２３（＋６） ２３ （０） ２２（－１） 

※一つの事業で複数の生活領域にまたがる事業が多いため、事業数の合計と一致しない。 

 

【変化の状況】 

事業数の減により、全体的にやや減少傾向にある。令和２年度は家庭の間接的対象が最も多く

減少した。全体的な事業数としては地域が最も多く、職域が最も少ない傾向にある。 
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ウ 年代ごとの実施状況                       単位：事業                          

年 代 分 布 H29年度 
H30年度 

（対前年度増減） 

R元年度 

（対前年度増減） 

R２年度 

（対前年度増減） 

幼児期 
◎ １５ １５（０） １１（－４） １３（＋２） 

○ ２９ ３３（＋４） ３０（－３） ２７（－３） 

小・中学生

期 

◎ ２７ ２９（＋２） ２５（－４） ２５ （０） 

○ ３２ ３６（＋４） ３３（－３） ２８（－５） 

高校生期 
◎ ２１ ２４（＋３） ２２（－２） ２３（＋１） 

○ ３３ ３７（＋４） ３２（－５） ２７（－５） 

大学・専門 

学校等 

◎ ２７ ２９（＋２） ２５（－４） ２６（＋１） 

○ ２８ ３２（＋４） ２８（－４） ２７（－１） 

若者 
◎ ６０ ６６（＋６） ６７（＋１） ６３（－４） 

○ １２ １２（０） １１（－１） １２（＋１） 

成人一般 
◎ ６６ ７１（＋５） ７４（＋３） ６８（－６） 

○ １３ １４（＋１） １２（－２） １１（－１） 

高齢期 
◎ ６４ ７２（＋８） ７４（＋２） ７０（－４） 

○ ９ ８（－１） ７（－１） ７ （０） 

※一つの事業で複数の年代にまたがる事業が多いため、事業数の合計と一致しない。 

 

【変化の状況】 

事業数の減少と各事業の精査により全体的に減少している。幼児期から大学・専門学校等にかけて

の間接的対象数は減少したものの、直接的対象は横ばいか増加している。成年一般と高齢期は大き

く減少したが、事業の全体数としてこの２つの生活領域が多い傾向は変わらない。 

 

エ 方向性ごとの実施状況                     単位：事業 

方向性 平成 29 年度 
平成 30年度 

（対前年度増減） 

令和元年度 

（対前年度増減） 

令和２年度 

（対前年度増減） 

方向性１ ３３ 
３６ 

（＋３） 

３７ 

（＋１） 

３５ 

（－２） 

方向性２ ２５ 
２６ 

（＋１） 

２７ 

（＋１） 

２４ 

（－３） 

方向性３ １４ 
１４ 

（０） 

１６ 

（＋２） 

１６ 

（０） 

方向性４ ４４ 
４７ 

（＋３） 

４９ 

（＋２） 

４９ 

（０） 

方向性５ ３４ 
３７ 

（＋３） 

３７ 

（＋０） 

３６ 

（－１） 

※一つの事業で複数の方向性にまたがる事業が多いため、事業数の合計と一致しない。 
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【変化の状況】 

事業数の減によりやや減少している。方向性３と最も多い方向性４に関しては横ばいである。 

 

【参考】消費者教育推進の方向性の５つの方向 

方向性 1 効果的な情報発信の強化 

方向性 2 横浜市消費生活推進員等による地域での啓発の活性化 

方向性 3 高齢者等を消費者被害から守るための消費者教育の推進 

方向性 4 生活領域や年代に応じた消費者市民の育成を目指した教育の推進 

方向性 5 担い手の育成、協働の推進、関連分野との連携 

 

 

 

（2） 予算額の推移について  

                                                                 単位：千円 

  平成 29 年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

予算計上事業数 
67事業 

／95事業 

 68事業 

／101事業 

68事業 

／101 事業 

 67事業 

／97事業 

予算額計 110,953 116,251 129,935 104,582 

対前年度増減 - ＋5,298 ＋13,684 -25,353 

前年度比 - 104.8% 111.8% 80.4% 

※令和元年度から令和２年度にかけて予算が増えた事業は 24件（97事業中） 
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項目 
実績値 

（前年度） 

事業数 

（前年度） 

① 開催回数 
2875回 

 (3,508回) 

61事業 

（56事業） 

② 参加人数 
175,619人 

（210,247人） 

49事業 

（39事業） 

③ 作成（発行）数 
704,988部 

（1,027,088 部) 

15事業 

（15事業） 

④ 配信回数 
399 回 

（156 回） 

２事業 

(３事業) 

⑤ アクセス数 
1,261,344回 

（200,519回） 

１事業 

（１事業） 

※令和元年度 10 月の大型台風に伴う区民祭りやイベント等の中止と２月～３月の 

新型コロナウイルスの流行に伴い開催回数と参加人数が大幅に減少しています。 

また、集計方法の見直しにより実績値が前年度と大幅に変わっているものがあります。 

【集計方法の変更内容】 

②参加人数 ：消費生活推進員のみの会議参加者数を除くこととした。 

④配信回数 ：ツイッターによる投稿の閲覧数を含めることとした。 

２ 令和元年度の実績  
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(1) 「消費者市民社会」をテーマにした事業  ５事業 

事業名 事業概要 所管 

地域活動実践力強化研修 

 

 

 

 

No.6 

地域における消費者市民社会についての啓発講座

や情報提供、高齢消費者の見守り・啓発等を実施

するとともに、地域団体や福祉関係団体等との連

携・調整・コーディネート力をつけるための研修

を実施し。地域活動実践力を身に付けた担い手を

創出する。 

経済局 

区地域振興課 

消費生活協働促進事業 

 

No.14 

消費者市民社会の実現をテーマに、市内活動団体

と協働で講座を開催し、国の重要消費者施策に係

る倫理的消費の普及・促進を図る。 

経済局 

消費者啓発に関する大学と

の連携事業（消費者市民社

会啓発） 

       No.19 

「消費者市民社会」啓発用教材を関係者と意見交

換しながら作成する。 
経済局 

消費者教育講演会 

No.25 

消費者市民社会の形成に向けて、消費者教育講演

会を実施する。 

消費生活総合

センター 

消費生活教室 

 

No.37 

消費生活上の安全・安心の確保、消費者市民社会

の形成などに関する、確かな情報と知識を学ぶ教

室の区との連携・共催による開催。 

消費生活総合

センター 

 

(2) 「地域における高齢者の見守り」をテーマにした事業  ７事業 

事業名 事業概要 所管 

地域活動実践力強化研修 

 

 

 

 

No.6 

地域における消費者市民社会についての啓発講座

や情報提供、高齢消費者の見守り・啓発等を実施す

るとともに、地域団体や福祉関係団体等との連携・

調整・コーディネート力をつけるための研修を実施

し、地域活動実践力を身に付けた担い手を創出す

る。 

経済局、区

地域振興課 

地域の担い手等育成研修

（民生委員・児童委員向け

講師派遣） 

No.15 

消費者被害の視点を持った見守り活動を推進する

ため、民生委員・児童委員が主催する研修等に消費

者被害防止に関する講師を派遣し講座を実施する。 

経済局 

３ 令和２年度計画  
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高齢者の消費者被害防止

の協働ネットワーク構築

（事業者との連携） 

 

No.16 

市内事業者と連携した「お助けカード」の配布や、

地域ケアプラザ（地域包括支援センター）及び本市

職員対象の「高齢者の消費者被害防止」に関する研

修の実施など、高齢者の消費者被害を未然に防止す

るための事業を展開する。 

経済局 

地域の担い手等育成研修

（消費生活推進員、自治会

町内会向け講師派遣） 

No.17 

消費者被害の視点を持った見守り活動を推進する

ため、消費生活推進員をはじめとして自治会町内会

等が実施する研修や、高齢者の方を対象とした行事

（昼食会やサロン等）に消費者被害防止に関する講

師を派遣し講座を開催する。 

経済局 

地域の担い手等育成研修

（PTA 向け）  

No.18 

消費者被害の視点を持った見守り活動を推進する

ため、学校及び PTA等を対象に出前講座・啓発教材

配布・教材作成などを行う。 

経済局 

各種媒体広告掲載（地域の

担い手養成） 

No.27 

福祉団体等が発行している広報誌、機関誌などに地

域の担い手を呼びかける広告を掲載。 

消費生活総

合センター 

地域の担い手養成セミナ

ー 

 

 

No.40 

身近な地域における消費者被害未然防止に向けて、

市関係部局と連携しながら、元消費生活推進員など

を対象に、日常の地域活動のなかで高齢者の目線に

立った、声かけや助言を担える人材として養成。 

消費生活総

合センター 

 

(3) 若年者（高校生・大学生）を対象にした事業 ７事業 

事業名 事業概要 所管 

消費者行政インターンシ

ップ 

 

 

 

No.3 

学生が大学で修得した学問と現場での実践との融

合、応用についての理解を深め、学習効果の向上を

図るとともに、消費者行政に対する理解を深めるこ

とを目的に、大学と協定を締結し、インターン生を

受け入れる。（令和２年度は新型コロナウイルス流行

のため休止） 

経済局、（公

財）横浜市

消費者協会 

専門家・事業者派遣によ

る出前講座    

 

No.4 

弁護士、ファイナンシャルプランナー等の専門家や、

事業者を市立小・中学校、義務教育学校及び高等学

校へ派遣し、消費者教育に係る出前講座を実施する。 

経済局 

新成人に対する消費者教

育・啓発 

 

 

新有権者ダイレクトメール『はたちブック』に、新

成人に対する消費者教育・啓発に関する記事を掲載

する。 

経済局、消

費生活総合

センター、

選挙管理委
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No.13 員会 

消費者啓発に関する大学

との連携事業（消費者市

民社会啓発） 

No.19 

若者向け「消費者市民社会」啓発用教材を横浜国立

大学と連携して作成する。 
経済局 

啓発用ポスター・リーフ

レットの配布（若者向け）     

No.28 

悪質商法被害未然防止を図ることを目的に啓発用ポ

スター・パンフレット等を作成し、市内高等学校、

大学等に配布。 

消費生活総

合センター 

出前講座（大学等） 

 

No.29 

大学が開催する新入生オリエンテーションなどへ講

師を派遣し、若者を狙った悪質商法等について講演。 

消費生活総

合センター 

大学等との連携 

 

 

 

No.42 

市内大学や専門学校との連携により、効果的な若者

向け消費者啓発・教育を実施。 

（公財）横

浜市消費者

協会、消費

生活総合セ

ンター 

 

 

(4) 事業進捗状況（６月末時点） 

97 事業中件中 21 事業着手済み（21.6％） 




